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(百万円未満切捨て)
1．2022年1月期の運用、資産の状況（2021年8月1日～2022年1月31日）

（1）運用状況 (％表示は対前期増減率（注1）)

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年1月期 3,178 3.9 1,550 4.1 1,414 4.5 1,413 4.5

2021年7月期 3,059 17.4 1,489 12.6 1,353 14.2 1,352 14.2

１口当たり
当期純利益（注2）

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

営業収益
経常利益率

円 ％ ％ ％

2022年1月期 2,355 2.2 1.2 44.5

2021年7月期 2,254 2.1 1.2 44.2

（注1）「対前期増減率」については、小数第2位を四捨五入しています。以下同じです。

（注2）1口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数による加重平均投資口数で除することにより算出していま

す。

（2）分配状況
1口当たり分配金

（利益超過分配金

は含まない）

分配金総額

（利益超過分配金

は含まない）

1口当たり

利益超過分配金

利益超過分配金

総額

1口当たり分配金

（利益超過分配金

を含む）

配当性向
純資産

配当率

円 百万円 円 百万円 円 ％ ％

2022年1月期 2,356 1,413 399 239 2,755 100.0 2.2

2021年7月期 2,254 1,352 238 142 2,492 100.0 2.1
（注1）配当性向＝1口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）÷1口当たり当期純利益×100
（注2）純資産配当率については、次の算式により算出しています。

1口当たり分配金(利益超過分配金は含まない)/{(期首1口当たり純資産＋期末1口当たり純資産)÷2}×100
（注3）2021年7月期及び2022年1月期における利益超過分配金総額は、全額、税法上の出資等減少分配に該当する出

資の払戻しです。
（注4）2021年7月期及び2022年1月期における利益超過分配（税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を

行ったことによる減少剰余金等割合は、2021年7月期が0.003、2022年1月期が0.004です。なお、減少剰余金
等割合の計算は、法人税法施行令(昭和40年政令第97号。その後の改正を含みます。)第23条第1項第4号に基
づいて行っています。

　

（3）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １口当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円

2022年1月期 115,642 65,173 56.4 108,600

2021年7月期 115,747 65,255 56.4 108,736
　

　

　　



（4）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2022年1月期 2,881 △25 △1,928 5,468

2021年7月期 2,459 △13,385 10,843 4,541

　

2．2022年7月期（2022年2月1日～2022年7月31日）及び2023年2月期（2022年8月1日～2023年2月28日）の運用状況の
予想

　

(％表示は対前期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1口当たり分配金

（利益超過分配

金は含まない）

1口当たり

利益超過分配金

1口当たり分配金

（利益超過分配

金を含む）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 円 円

2022年7月期 3,173 △0.1 1,511 △2.5 1,375 △2.8 1,374 △2.8 2,290 399 2,689

2023年2月期 3,705 - 1,848 - 1,665 - 1,664 - 2,774 465 3,239
　

(参考)1口当たり予想当期純利益（予想当期純利益÷予想期末投資口数） (2022年7月期)2,290円 （2023年2月期）2,774円

（注1）本日公表の「規約変更及び役員選任に関するお知らせ」に記載のとおり、本投資法人は、本投資法人の決算期を毎年1月末

日及び7月末日から毎年2月末日及び8月末日にするとともに、これに併せて営業期間の変更を行う（ただし、第9期の営業期

間は、2022年8月1日から2023年2月末日まで）旨の規約変更議案（以下「本件規約一部変更議案」といいます。）を2022年

4月27日開催予定の本投資法人の第4回投資主総会に上程することを予定しています。本件規約一部変更議案が承認された場

合、2023年2月期より決算期を変更するため、当該期は会計計算期間が7か月となります。

（注2）本投資法人の第9期営業期間は、2022年8月1日から2023年2月末日までの7か月間となることを前提としているため、2023年

2月期に係る対前期増減率は記載していません。

※ その他

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：有

② ①以外の会計方針の変更 ：無

③ 会計上の見積りの変更 ：無

④ 修正再表示 ：無
　

（注）詳細は、17ページ「会計方針の変更に関する注記」をご覧ください。

（２）発行済投資口の総口数

① 期末発行済投資口の総口数（自己投資口を含む） 2022年1月期 600,127 口 2021年7月期 600,127 口

② 期末自己投資口数 2022年1月期 0 口 2021年7月期 0 口

（注）1口当たり当期純利益の算定の基礎となる投資口数については、26ページ「1口当たり情報に関する注記」を
ご覧ください。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です。
　
　

※ 特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている運用状況の見通し等の将来に関する記述は、伊藤忠アドバンス・ロジスティクス投資法
人（以下「本投資法人」といいます。）が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づ
いており、実際の運用状況等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。また、本予想は分配金の額を
保証するものではありません。運用状況の予想の前提となる仮定及び運用状況の予想のご利用にあたっての注意
事項等については、6～8ページ「1．運用状況（1）運用状況 2）次期の見通し C.運用状況の見通し」をご覧
ください。
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1. 運用状況

(1) 運用状況

1) 当期の概況

A. 投資法人の主な推移

本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号。その後の改正を含みます。）（以

下「投信法」といいます。）に基づき、伊藤忠リート・マネジメント株式会社（以下「本資産運用会社」といい

ます。）を設立企画人として、2018年5月1日に設立され、2018年9月7日に株式会社東京証券取引所（以下「東京

証券取引所」といいます。）不動産投資信託証券市場（J-REIT市場）に上場しました（銘柄コード3493）。

本投資法人は、物流不動産（主として物流施設の用に供され、又は供されることが可能なものをいいます。以

下同じです。）を主な投資対象とする上場投資法人として、物流との親和性の高い衣料品や食品等の生活消費関

連（注1）ビジネスに強みを持つ大手総合商社である伊藤忠商事株式会社（以下「伊藤忠商事」といいます。）を

スポンサー（注2）としており、伊藤忠グループ（注3）との「拡張的協働関係」（注4）の構築を通じて、物流不

動産をはじめとした物流インフラを発展させることで豊かな社会づくりに寄与するとともに、本投資法人の投資

主価値の最大化及びJ-REIT市場の健全な発展に貢献することを目指します。

当期（2022年1月期）末時点における本投資法人の保有資産は12物件、取得価格（注5）合計111,422百万円とな

っています。

（注1）伊藤忠商事では、繊維、食料、住生活、情報・金融、第8の各カンパニーを「生活消費関連」と定義しています。以下同じで

す。なお、第8カンパニーとは、生活消費分野に強みを持つ伊藤忠商事の様々なビジネス基盤を最大限活用し、「マーケットイ

ンの発想」による新たなビジネス・客先の開拓を行うことを目指し、2019年7月に創設されたディビジョンカンパニーです。

（注2）「スポンサー」とは、本投資法人及び本資産運用会社との間でスポンサーサポート契約を締結している者をいい、2022年1月末

日現在、伊藤忠商事及び伊藤忠都市開発をいいます。以下同じです。

（注3）「伊藤忠グループ」とは、伊藤忠商事並びにその連結子会社及び持分法適用関連会社により構成される企業集団をいいます。以

下同じです。

（注4）伊藤忠グループが有するプラットフォーム（「不動産・物流プラットフォーム」及び「商社・商流プラットフォーム」（以下、

それぞれ後記「2)次期の見通し A.今後の運用方針 a)外部成長戦略」で定義します。））を活用することで、本投資法人が

安定的に成長するとともに、伊藤忠グループも本投資法人の資産運用を通じ自身が有するプラットフォームを強化することが

できます。このような本投資法人と伊藤忠グループとの好循環の協働関係を「拡張的協働関係」といいます。

（注5）「取得価格」は、本投資法人の保有資産に係る各売買契約に記載された各保有資産の売買代金を記載しています。なお、売買代

金には、消費税及び地方消費税並びに取得に要する諸費用は含みません。以下同じです。

B. 当期の運用実績

当期（2022年1月期）における我が国経済は、引き続き新型コロナウイルス感染症の蔓延により、緊急事態宣言

やまん延防止等重点措置が数度にわたり発出又は期間延長されたものの、直近2021年10月～12月期の実質GDP成長

率は前期比＋1.3％（年率換算＋5.4％）となり、感染第5波の収束、緊急事態宣言の全面解除を受けて、対面型サ

ービスへの支出を中心に個人消費が大きく増加し、全体をけん引しました。しかし依然として、新型コロナウイ

ルス感染症の流行前である2019年10～12月期の水準には届いておらず、2021年に入って前期比での成長率がプラ

スとマイナスを交互に繰り返しており、米欧中などすでに新型コロナウイルス感染症の流行前の水準に回復して

いる他の主要国・地域と比べると回復力は鈍い状況です。また、2022年の年明け以降は米国での利上げ確度が高

まったことを受け、日本国内長期金利も上昇基調で推移し、今後の動向が注目されます。

J-REIT市場においては、新型コロナウイルス感染症拡大以降最低値を記録した2020年3月19日の東証REIT指数

（終値ベース）1,145ポイントから、落ち着きを取り戻し、2021年7月6日には2,186ポイントまで回復しましたが、

その後緩やかに下落し、2022年1月31日には1,946ポイントで引けました。

物流不動産賃貸市場は、電子商取引（EC）市場の継続的な拡大を受け、強い需要が続くとみられ、今後も引き

続き堅調に推移すると予想されます。

このような状況下、本投資法人は、当期（2022年1月期）において、伊藤忠グループと連携し、適切な管理運営

のもとに保有12物件（取得価格合計111,422百万円）の着実な運用を行った結果、保有資産全体の稼働率（注）は

当期末時点99.9％と良好な稼働状況を維持しています。

（注）「稼働率」は、2022年1月末日現在における各保有資産に係る賃貸可能面積に対する賃貸面積が占める割合を、小数第2位を四捨

五入して記載しています。ただし、四捨五入した結果が100.0％となる場合においては、小数第2位を切り捨てて99.9％と記載

しています。
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C. 資金調達の概要

当期においては、2021年9月7日付で長期借入金5,300百万円について短期借入金での借換えを行いました。さら

に、同年11月30日付で、消費税還付金及び手元資金を原資として、2021年4月1日の物件取得時に借り入れた短期

借入金433百万円の期限前弁済を行いました。その結果、当期末時点の有利子負債残高は47,290百万円、当期末時

点における総資産のうち有利子負債の占める割合（以下「LTV」（注1）といいます。）は40.9％となりました。

また、2021年12月27日付で本投資法人が取得している格付（注2）が以下のとおり変更となりました。

信用格付業者 格付対象 変更前 変更後

株式会社日本格付研究所
（JCR）

長期発行体格付 A＋ AA-

見通し ポジティブ 安定的

債券格付 A＋ AA-

（注1）「LTV」は、以下の計算式により求めて記載しています。以下同じです。

LTV＝有利子負債総額÷総資産額×100

（注2）かかる格付は、本投資法人の投資口（以下「本投資口」といいます。）に対する格付ではありません。また、本投資口に

ついて、本投資法人の依頼により、信用格付業者から提供され若しくは閲覧に供された信用格付、又は信用格付業者から

提供され若しくは閲覧に供される予定の信用格付はありません。

D. 業績及び分配の概要

上記運用の結果、当期の業績は営業収益3,178百万円、営業利益1,550百万円、経常利益1,414百万円、当期純利

益1,413百万円となりました。

当期の利益分配金については、本投資法人の規約に定める分配の方針（注）に従い、投資法人の税制の特例

（租税特別措置法（昭和32年法律第26号。その後の改正を含みます。以下「租税特別措置法」といいます。）第

67条の15）を適用し、当期未処分利益のうち発行済投資口の総口数600,127口の整数倍である1,413,899,212円を

分配することとし、投資口１口当たりの利益分配金は2,356円としました。

これに加え、本投資法人は、原則として毎期継続的に利益超過分配を実施する方針としております。これに基

づき、税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻しとして当期の減価償却費799百万円の30％である239百万

円を分配することとし、投資口１口当たりの利益超過分配金は1円未満切り捨ての金額である399円としました。

（注） 本投資法人は、長期的な保有資産の維持管理及び財務の安定性を確保する観点から、資本的支出等に係る過去の実績及びエン

ジニアリング・レポート等に基づく将来の見通しも勘案し当該営業期間の減価償却費の30％を目途に決定した金額の利益超

過分配（以下「継続的な利益超過分配」といいます。）を、利益分配に加えて継続的に行う方針です。

保有資産について、本投資法人及び本資産運用会社からの委託に基づき、東京海上ディーアール株式会社（2021年7月1日付

で東京海上日動リスクコンサルティング株式会社から東京海上ディーアール株式会社に商号を変更しています。土壌等の調

査を委託した当時又は建物状況調査報告書等を取得した当時の名称が東京海上日動リスクコンサルティング株式会社である

場合も、本書においては現在の商号を記載しています。）、株式会社イー・アール・エス又は株式会社ERIソリューションに

より行われた建物状況評価の結果作成された評価結果に係る報告書（建物状況調査報告書）に記載の緊急・早期修繕更新費

用及び中期修繕更新費用の合計額の6か月平均額は51百万円です。本投資法人は、現在の経済環境や不動産市況等及び本投資

法人のLTV水準、信用格付、財務状況等を勘案し、剰余資金の効率的運用の観点から、かかる利益を超えた金銭の分配につい

て、長期的な保有資産の維持管理及び財務の安定性が確保される範囲内であると判断し、実施することを決定しました。な

お、当期の利益超過分配金は、その支払時に出資総額（総額）から控除されることになります。

E. 資産運用会社の合併

本資産運用会社は、2022年1月27日付でＡＤインベストメント・マネジメント株式会社（以下「ADIM」といいま

す。）と吸収合併契約を締結しました。同契約に基づき、本資産運用会社は、2022年6月1日を効力発生日として

ADIMに吸収合併（以下「本合併」といいます。）される予定です。なお、本合併はADIMを吸収合併存続会社、本

資産運用会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併方式ですが、本合併後のADIMの商号は、「伊藤忠リート・マネ

ジメント株式会社」となる予定です。
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2) 次期の見通し

A. 今後の運用方針

本投資法人は、生活消費関連ビジネスに強みを持つ大手総合商社である伊藤忠商事を中心とする伊藤忠グルー

プとの「拡張的協働関係」を活用した以下の戦略を着実に実行することによって、1口当たり当期純利益の着実な

成長を目指します。

a) 外部成長戦略

本投資法人は、伊藤忠商事及び伊藤忠都市開発株式会社（以下「伊藤忠都市開発」といいます。）との間でそ

れぞれ締結したスポンサーサポート契約に基づく優先交渉権を活用し、伊藤忠グループが取得・開発した優良物

流不動産への重点投資を行います。

本投資法人は、伊藤忠グループが有する以下の二つのビジネスプラットフォームを積極的に活用し、優良な物

流不動産に投資していくことで持続的な成長を図ります。

i. 不動産・物流プラットフォーム（注1）の活用

本投資法人のスポンサーである伊藤忠商事は、住生活カンパニー（注2）において物流事業を手掛けるととも

に、賃貸型物流不動産開発事業の黎明期である2004年より物流不動産開発事業を本格的に展開しており、物流事

業者（注3）としての顔と老舗デベロッパーとしての顔を有しています。こうした経験から培われたテナント目

線での知見が、高い汎用性を有しかつ長期契約につながる使い勝手の良い施設づくりに活かされています。本投

資法人のもう一社のスポンサーである専業デベロッパーの伊藤忠都市開発も2017年4月より物流不動産開発の専

門部署を立ち上げ、積極的な物流不動産開発に着手し、2019年10月には用地取得専門チームを設置することでソ

ーシング力の更なる強化を図りました。本投資法人は、これらスポンサー2社を両輪に、安定的な外部成長を目

指します。

（注1）「不動産・物流プラットフォーム」とは、伊藤忠商事住生活カンパニーにおいて構築されている不動産の用地仕入、施設開発、

リーシング、物流オペレーション（注4）及び運用・管理を統合的に所管する組織体制をいいます。以下同じです。

（注2）伊藤忠グループでは、8つのディビジョンカンパニーが事業活動を展開していますが、そのうち「住生活カンパニー」は、紙パ

ルプ、天然ゴム・タイヤ、並びに3PL（注5）、国際輸送等の物流事業を取り扱う「生活資材・物流部門」と、木材・住宅資材

等を取り扱う「建設・不動産部門」の2部門から構成されています。以下同じです。

（注3）「物流事業者」とは、物流オペレーションを行う各事業者のことをいいます。以下同じです。

（注4）「物流オペレーション」とは、サプライヤー・メーカー・小売事業者・消費者間の流通、流通過程における商品の保管等を含む

物流事業における業務運営をいいます。以下同じです。

（注5）「3PL」とは、3rd Party Logisticsの略称であり、企業の物流全般を一括受注し、運営するアウトソーシング業務のことをい

い、3PLの活用によって、自身が直接物流業務を手がけない企業（顧客企業）が、調達から在庫保管、配送までの業務を外部の

物流事業者を使って、顧客企業にとって最適な体制を計画し、運営することが可能となります。

ii.商社・商流プラットフォーム（注1）の活用

生活消費関連ビジネスに強みをもつ伊藤忠グループは、物流と親和性の高い商流（注2）領域を中心に約10万

社（注3）に及ぶ顧客ネットワークを有しており、顧客本来のビジネスに深く入り込んだ顧客リレーションを活

用することで、優良なテナント企業の開拓・獲得や開発用地の確保(CRE（注4）戦略)を進めることが可能です。

（注1）「商社・商流プラットフォーム」とは、生活消費関連ビジネスに強みを持つ大手総合商社である伊藤忠商事が携わる様々な分野

のビジネスで関わる約10万社に及ぶ豊富な取引顧客網及び各顧客と経営レベルで構築した取引関係をいいます。以下同じで

す。

（注2）「商流」とは、サプライヤー、メーカー、小売事業者、消費者へと原材料が加工・取引等を経て商品化され消費される流れ全般

を意味する言葉です。以下同じです。

（注3）伊藤忠商事のデータベースに同社が過去に取引を行ったことがある先として記録されている会社等の数を記載しており、2022年

1月末日現在、継続的な取引を行っていない先も含みます。また、公益法人等の会社以外の法人や、個人事業主も含みます。以

下同じです。

（注4）「CRE」とは、Corporate Real Estateの略称で、企業の保有する不動産又はその戦略的な活用のための取り組みを意味します。
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b) 内部成長戦略

本投資法人は、伊藤忠商事とのリーシングマネジメント契約に基づく、以下二つのビジネスプラットフォーム

を最大限活用した商社ならではのリーシング、及び保有物件にかかる水道光熱費、保険料等の運用コストや借入

コストの削減により、着実な内部成長を図ります。

i. 不動産・物流プラットフォームの活用

伊藤忠商事の15年以上に及ぶ物流不動産開発経験によって培われたリーシングのノウハウと、伊藤忠グループ

における物流企業・荷主企業との取引顧客網や物流オペレーションの経験を活用し、収益の長期安定化を目指し

ます。

ii. 商社・商流プラットフォームの活用

伊藤忠商事は、約10万社に及ぶ取引顧客網、並びに約300社の伊藤忠グループ各社及びその取引顧客網を有効に

活用したリーシングを行います。また、伊藤忠グループの扱う様々なソリューションを商社本来のビジネスとし

て提供することでテナント企業の経営や物流オペレーションにおける課題を解決する「御用聞き」（注）機能は、

再契約や長期契約の動機付けとなるテナントとの粘着性を生み出し継続的な賃料収入に貢献します。

(注) 伊藤忠グループの各企業は、取引先及び取引先候補（保有資産、その他の伊藤忠グループが開発した物流不動産のテナント企業を

含みます。）からの要望を把握し、伊藤忠グループの総合力を活かし、要望に対する適切なソリューションを提供するよう努めて

います。この一連の過程を「御用聞き」と呼んでいます。

c) 財務戦略

本投資法人は、保守的な財務運営を基本とし、成長性に配慮してLTVコントロールを行うとともに、効率的な

キャッシュマネジメントにより投資主価値の向上を目指します。その一環として、2021年９月15日付で運用ガイ

ドラインの変更を行いました。これにより、第7期（2022年1月期）の分配金から、当該営業期間の減価償却費の

30％を目途とした継続的な利益超過分配を行う方針となりました。その他には、借入期間の長期化、金利の固定

化及び返済期限の分散化を通じた財務基盤の安定化を図りつつ、資金調達余力の確保に配慮したLTVコントロー

ルに努めます。また、適切なキャッシュマネジメントを通じて、効果的な資本的支出の実施、新規物件の取得資

金や有利子負債返済への一部充当など、資金の有効活用を図るとともに、継続的な利益超過分配を行うことで、

投資主価値の最大化に努めます。
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B.決算後に生じた重要な事実

該当事項はありません。

C. 運用状況の見通し

2022年7月期（第8期2022年2月1日～2022年7月31日）及び2023年2月期（第9期2022年8月1日～2023年2月28日）

の運用状況については、以下のとおり見込んでいます。なお、本日公表の「規約変更及び役員選任に関するお知らせ」

に記載のとおり、本投資法人は、本投資法人の決算期を毎年1月末日及び7月末日から毎年2月末日及び8月末日に

するとともに、これに併せて営業期間の変更を行う（ただし、第9期の営業期間は、2022年8月1日から2023年2月

末日までとします。）旨の規約変更議案を2022年4月27日開催予定の本投資法人の第4回投資主総会に上程するこ

とを予定しており、本件規約一部変更議案が承認された場合、2023年2月期より決算期が変更されます。そのた

め、本投資法人の第8期営業期間は、2022年2月1日から2022年7月31日までの6か月間、第9期営業期間は、2022年8

月1日から2023年2月28日までの7か月間となることを前提としています。

(％表示は対前期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

1口当たり分配金

（利益超過分配金

は含まない）

1口当たり

利益超過分配金

1口当たり分配金

（利益超過分配金

を含む）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 円 円

2022年7月期 3,173 △0.1 1,511 △2.5 1,375 △2.8 1,374 △2.8 2,290 399 2,689

2023年2月期 3,705 - 1,848 - 1,665 - 1,664 - 2,774 465 3,239

なお、この見通しの前提条件については、後記「2022年7月期及び2023年2月期の運用状況の予想の前提条件」

をご参照ください。

（注1）上記予想数値は一定の前提条件のもとに算出した現時点のものであり、今後不動産等の取得若しくは売却、不動産市場等の推移、金

利の変動、又は本投資法人を取り巻くその他状況等により、実際の営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益、1口当たり分配金

（利益超過分配金は含まない）、1口当たり利益超過分配金及び１口当たり分配金(利益超過分配金を含む)は、変動する可能性があ

ります。また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。

（注2）本投資法人の第9期営業期間は、2022年8月1日から2023年2月末日までの7か月間となることを前提としているため、2023年2月期に係

る対前期増減率は記載していません。
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〈2022年7月期及び2023年2月期の運用状況の予想の前提条件〉

項目 前提条件

計算期間

・2022年7月期（第8期）：2022年2月1日～2022年7月31日（181日）

・2023年2月期（第9期）：2022年8月1日～2023年2月28日（212日）

2022年4月27日開催予定の投資主総会で本件規約一部変更議案が承認され2023年2月期より決算期
が変更されることを前提としています。

運用資産

・本投資法人が2022年1月末日現在保有している不動産信託受益権（合計12物件）（以下「現保有
資産」といいます。）について、2023年2月期末までの間に新たな資産の取得又は保有資産の処
分等が生じないことを前提としています。

・実際には新規物件の取得又は保有物件の処分等により運用資産の変動が生ずる可能性がありま
す。

営業収益

・現保有資産の賃貸事業収益については、2022年1月末日現在効力を有する又は2023年2月期末ま
でに効力が発生する予定の現保有資産の締結済みの賃貸借契約の内容、テナントの動向、市場
動向等を勘案して算出しています。

・テナントによる賃料の滞納又は不払いがないことを前提としています。

・不動産等売却損益の発生がないことを前提としています。

営業費用

・営業費用のうち主たる項目は以下のとおりです。

（単位：百万円）

2022年7月期 2023年2月期

賃貸事業費用

施設管理費 31 37

プロパティマネジメント
業務委託費

15 18

水道光熱費 26 32

修繕費 11 9

公租公課 305 306

減価償却費 798 931

一般管理費

資産運用報酬 380 428

スポンサーサポート業務委託費 22 22

・主たる営業費用である賃貸事業費用のうち、減価償却費以外の費用については、過去の実績値
に基づき、費用の変動要素を考慮して算出しています。

・建物の修繕費は、本資産運用会社が策定する中長期の修繕計画に基づく見積額を記載していま
す。なお、予想し難い要因に基づく建物の毀損等により修繕費が緊急に発生する可能性がある
こと、一般的に年度による金額の差異が大きくなること及び定期的に発生する金額ではないこ
と等から、各計算期間の修繕費が予想金額と大きく異なる結果となる可能性があります。

・減価償却費については、付随費用等を含めて定額法により算出しています。
・2022年4月27日開催予定の投資主総会で本件規約一部変更議案が承認され、変更後の規約に基づ
き2023年2月期より資産運用報酬が一部変更されることを前提としています。

（注）「IMP」とは、アイミッションズパークの略称です。以下同じです。
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項目 前提条件

営業外費用
・営業外費用は、2022年7月期に135百万円、2023年2月期に182百万円を想定しています。
・支払利息その他融資関連費用として2022年7月期に132百万円、2023年2月期に178百万円を想定し

ています。

有利子負債

・有利子負債総額は、2022年7月期末において47,280百万円及び2023年2月期末において47,240百万
円を前提としています。

・LTVについては、2022年7月期末に41.0％程度、2023年2月期末に41.0％程度を見込んでいます。
また、LTVの算出にあたっては、次の算式を使用し、小数第2位を四捨五入しています。
LTV＝有利子負債総額÷総資産額×100

発行済投資口の
総口数

・本書の日付現在における発行済投資口の総口数600,127口を前提とし、2023年2月期末まで新投資
口の発行等による投資口数の変動がないことを前提としています。

・1口当たり分配金（利益超過分配は含まない）及び1口当たり利益超過分配金は、2022年7月期末
及び2023年2月期末の予想期末発行済投資口の総口数600,127口により算出しています。

1口当たり
分配金

(利益超過分配金は
含まない)

・1口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は、本投資法人の規約に定める金銭の分配方針

に従い、利益の全額を分配することを前提として算出しています。

・ただし、運用資産の異動、テナントの異動等に伴う賃貸事業収入の変動又は予期せぬ修繕の発生

等を含む種々の要因により、1口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は変動する可能性

があります。

1口当たり
利益超過分配金

・1口当たり利益超過分配金は、本投資法人の規約及び本資産運用会社の社内規程である運用ガイ

ドラインに定める方針に従い算出しています。利益超過分配金総額は、2022年7月期に239百万

円、2023年2月期に279百万円を想定しています。

・外部経済環境、不動産市況、本投資法人の財務状況について、大幅に悪化する具体的なおそれが

生じないことを前提としています。

・本投資法人は、長期的な保有資産の維持管理及び財務の安定性を確保する観点から、資本的支出

等に係る過去の実績及びエンジニアリング・レポート等に基づく将来の見通しも勘案し、当該営

業期間の減価償却費の30％を目途に、利益超過分配を原則毎期継続的に行う方針です。

・さらに、継続的な利益超過分配に加えて、新投資口発行等の資金調達等により、一時的に投資口

１口当たりの分配金額が一定程度減少することが見込まれる場合は、投資口１口当たりの分配金

額を平準化する目的で、一時的な利益超過分配を行うことがあります。

・ただし、経済環境、不動産市況及び賃貸市場等の動向、本投資法人の保有資産の状況並びに財務

状況等を踏まえ、本投資法人が不適切と判断した場合には分配可能金額を超える金銭の分配を行

わない場合もあります。

・また、安定的な財務運営を継続する観点から、上記の金銭の分配を実施した場合に鑑定LTV

（注）が60％を超える場合においては、利益超過分配を実施しないものとします。

（注）鑑定LTV（％）＝A／B×100

A＝当該決算日における有利子負債総額

B＝当該決算日における貸借対照表上の総資産額－当該決算日における保有不動産の減価償却後

の簿価＋当該決算日における保有不動産の鑑定評価額の合計額

その他

・法令、税制、会計基準、東京証券取引所の定める上場規則、一般社団法人投資信託協会の定める

規則等において、上記の予想数値に影響を与える改正が行われないことを前提としています。

・一般的な経済動向及び不動産市況等に不測の重大な変化が生じないことを前提としています。

・新型コロナウイルス感染症による運用状況への悪影響はないことを前提としています。
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D．情報開示

本投資法人は、透明性確保の観点から、法定開示に加えて、有用かつ適切と判断される投資情報について、正

確、迅速かつ理解し易い開示に努めます。具体的には、東京証券取引所の適時開示（TDnet登録及びプレスリリー

ス）に加えて、本投資法人のホームページ（https://www.ial-reit.com/）を通じた積極的な情報開示を行いま

す。

(2) 投資リスク

本合併に係る合併契約の締結に伴い、有価証券報告書（2021年10月22日提出）における「投資リスク」について、

「⑥その他 (ト) 本資産運用会社の組織再編に関するリスク」を追加します。

⑥ その他

(ト) 本資産運用会社の組織再編に関するリスク

本資産運用会社は、ADIMと吸収合併契約を締結し、2022年6月1日を効力発生日としてADIMが本資産運用会

社を吸収合併すること（本合併）を2022年1月27日付で決定していますが、本合併が想定どおりの日程と枠組

で完了し、さらに想定どおりの効果が得られるとは限りません。

金融商品取引法上、資産運用会社が複数の投資法人等から資産運用等を受託することを禁じられておらず、

本合併後の新会社（以下「本合併後新会社」といいます。）は、本投資法人の他、賃貸住宅を主たる投資対

象とする上場投資法人アドバンス・レジデンス投資法人（以下「ADR」といいます。）と投資対象を特定の用

途に係る不動産に限定しない総合型のアドバンス・プライベート投資法人（以下「ADP」といいます。）の資

産の運用を受託し、また、投資法人以外の不動産私募ファンドの資産の運用又は投資助言業務を受託するこ

とがあります。

本投資法人は物流不動産を主な投資対象としているため、賃貸住宅を主な投資対象とするADRとは、本書の

日付現在、その投資対象が異なっていますが、ADP及び前記不動産私募ファンドとは投資対象が競合する関係

にあり、物件取得の場合等、本投資法人との間の利益が相反する可能性があります。

そのため、本合併後新会社では、資産取得の検討順位に関する規程を制定し、本合併後新会社が入手する

案件情報に関して、本投資法人の投資対象資産である物流施設等に係る取得情報を入手した場合、当該取得

情報の検討順位は原則として本投資法人が優先検討権を有するものとし、かかるルールに則った運営を行う

こととしています。

しかし、かかるルールに則った運営が適切に行われない場合又はかかるルールが本投資法人に不利益に変

更される場合等には、本投資法人にとって望ましいと考えられるポートフォリオの構築が実現しにくくなる

可能性があり、結果として、本投資法人の収益性や資産の状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

また、本合併後に、利益相反防止のための枠組みを含む本投資法人の資産運用業務を適切に遂行するため

の本資産運用会社内の枠組みが有効に機能する保証はありません。
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2．財務諸表

(1) 貸借対照表

(単位：千円)

前期
(2021年７月31日)

当期
(2022年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,056,841 2,909,181

信託現金及び信託預金 4,158,986 4,233,581

営業未収入金 47,114 44,336

未収消費税等 199,436 -

前払費用 62,749 60,724

流動資産合計 6,525,128 7,247,824

固定資産

有形固定資産

信託建物 60,371,130 60,372,596

減価償却累計額 △2,990,335 △3,697,510

信託建物（純額） 57,380,795 56,675,086

信託構築物 2,214,959 2,214,959

減価償却累計額 △247,992 △308,197

信託構築物（純額） 1,966,967 1,906,761

信託機械及び装置 1,666,312 1,666,312

減価償却累計額 △139,035 △170,781

信託機械及び装置（純額） 1,527,277 1,495,531

信託工具、器具及び備品 3,054 3,054

減価償却累計額 △738 △1,010

信託工具、器具及び備品（純額） 2,315 2,043

信託土地 48,131,041 48,131,041

有形固定資産合計 109,008,398 108,210,465

無形固定資産

ソフトウエア 2,547 1,990

無形固定資産合計 2,547 1,990

投資その他の資産

差入敷金及び保証金 10,000 10,000

長期前払費用 192,572 164,505

繰延税金資産 17 7

投資その他の資産合計 202,590 174,513

固定資産合計 109,213,536 108,386,968

繰延資産

投資法人債発行費 8,509 7,232

繰延資産合計 8,509 7,232

資産合計 115,747,173 115,642,026
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(単位：千円)

前期
(2021年７月31日)

当期
(2022年１月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 19,157 159,814

短期借入金 433,000 5,300,000

未払金 38,152 13,713

未払費用 447,953 479,842

1年内返済予定の長期借入金 5,300,000 1,750,000

未払法人税等 967 758

未払消費税等 - 263,316

前受金 581,699 580,565

その他 5,353 5,605

流動負債合計 6,826,283 8,553,616

固定負債

投資法人債 1,500,000 1,500,000

長期借入金 40,490,000 38,740,000

信託預り敷金及び保証金 1,674,231 1,674,273

その他 923 257

固定負債合計 43,665,155 41,914,531

負債合計 50,491,438 50,468,147

純資産の部

投資主資本

出資総額 64,647,572 64,647,572

出資総額控除額 △744,993 △887,824

出資総額（純額） 63,902,578 63,759,748

剰余金

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,353,156 1,414,130

剰余金合計 1,353,156 1,414,130

投資主資本合計 65,255,735 65,173,878

純資産合計 ※1 65,255,735 ※1 65,173,878

負債純資産合計 115,747,173 115,642,026
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(2) 損益計算書

(単位：千円)
前期

(自 2021年２月１日
　至 2021年７月31日)

当期
(自 2021年８月１日
　至 2022年１月31日)

営業収益

賃貸事業収入 ※1 3,031,868 ※1 3,142,715

その他賃貸事業収入 ※1 28,057 ※1 35,474

営業収益合計 3,059,926 3,178,190

営業費用

賃貸事業費用 ※1 1,146,040 ※1 1,170,645

資産運用報酬 366,779 395,045

資産保管・一般事務委託報酬 11,128 12,426

役員報酬 2,640 2,640

その他営業費用 43,708 47,195

営業費用合計 1,570,297 1,627,953

営業利益 1,489,628 1,550,237

営業外収益

受取利息 25 27

還付加算金 214 81

補助金収入 120 -

営業外収益合計 360 109

営業外費用

支払利息 98,507 107,838

投資法人債利息 2,237 2,286

投資法人債発行費償却 1,276 1,276

融資関連費用 33,130 23,503

その他 991 1,008

営業外費用合計 136,143 135,914

経常利益 1,353,846 1,414,432

税引前当期純利益 1,353,846 1,414,432

法人税、住民税及び事業税 971 762

法人税等調整額 △1 10

法人税等合計 969 772

当期純利益 1,352,876 1,413,660

前期繰越利益 279 470

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,353,156 1,414,130
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(3) 投資主資本等変動計算書

前期(自 2021年2月1日 至 2021年7月31日)

(単位：千円)

投資主資本

純資産合計
出資総額 剰余金

投資主資本

合計出資総額
出資総額

控除額

出資総額

（純額）

当期未処分利益

又は当期未処理

損失（△）

剰余金合計

当期首残高 64,647,572 △419,124 64,228,447 1,184,930 1,184,930 65,413,378 65,413,378

当期変動額

利益超過分配 △325,868 △325,868 △325,868 △325,868

剰余金の配当 △1,184,650 △1,184,650 △1,184,650 △1,184,650

当期純利益 1,352,876 1,352,876 1,352,876 1,352,876

当期変動額合計 - △325,868 △325,868 168,226 168,226 △157,642 △157,642

当期末残高 ※1 64,647,572 △744,993 63,902,578 1,353,156 1,353,156 65,255,735 65,255,735

当期(自 2021年8月1日 至 2022年1月31日)

(単位：千円)

投資主資本

純資産合計
出資総額 剰余金

投資主資本

合計出資総額
出資総額

控除額

出資総額

（純額）

当期未処分利益

又は当期未処理

損失（△）

剰余金合計

当期首残高 64,647,572 △744,993 63,902,578 1,353,156 1,353,156 65,255,735 65,255,735

当期変動額

利益超過分配 △142,830 △142,830 △142,830 △142,830

剰余金の配当 △1,352,686 △1,352,686 △1,352,686 △1,352,686

当期純利益 1,413,660 1,413,660 1,413,660 1,413,660

当期変動額合計 - △142,830 △142,830 60,973 60,973 △81,856 △81,856

当期末残高 ※1 64,647,572 △887,824 63,759,748 1,414,130 1,414,130 65,173,878 65,173,878
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(4) 金銭の分配に係る計算書

　

前 期 当 期

（自 2021年2月 1日 （自 2021年8月 1日

　 至 2021年7月31日） 　 至 2022年1月31日）

Ⅰ 当期未処分利益 1,353,156,595 円 1,414,130,528 円

Ⅱ 利益超過分配金加算額

出資総額控除額 142,830,226 円 239,450,673 円

Ⅲ 分配金の額 1,495,516,484 円 1,653,349,885 円

（投資口1口当たり分配金の額） (2,492 円) (2,755 円)

うち利益分配金 1,352,686,258 円 1,413,899,212 円

（うち1口当たり利益分配金） (2,254 円) (2,356 円)

うち利益超過分配金 142,830,226 円 239,450,673 円

（うち1口当たり利益超過分配金） (238 円） (399 円）

Ⅳ 次期繰越利益 470,337 円 231,316 円

分配金の額の算出方法

本投資法人の規約第39条第1項に

定める金銭の分配の方針に基づき、

分配金額は、租税特別措置法第67条

の15に規定されている本投資法人の

配当可能利益の金額の100分の90に

相当する金額を超えるものとしま

す。

かかる方針をふまえ、当期未処分

利益を超えない額で、かつ期末発行

済投資口の総口数の整数倍の最大値

となる1,352,686,258円を、利益分

配金として分配することとしまし

た。

また、本投資法人は、本投資法人

の規約第39条第2項に定める金銭の

分配の方針に基づき、毎期継続的に

利益を超える金銭の分配（税法上の

出資等減少分配に該当する出資の払

戻し）を行います。かかる方針をふ

まえ、142,830,226円を、利益を超

える金銭の分配（税法上の出資等減

少分配に該当する出資の払戻し）と

して分配することとしました。

本投資法人の規約第39条第1項に

定める金銭の分配の方針に基づき、

分配金額は、租税特別措置法第67条

の15に規定されている本投資法人の

配当可能利益の金額の100分の90に

相当する金額を超えるものとしま

す。

かかる方針をふまえ、当期未処分

利益を超えない額で、かつ期末発行

済投資口の総口数の整数倍の最大値

となる1,413,899,212円を、利益分

配金として分配することとしまし

た。

また、本投資法人は、本投資法人

の規約第39条第2項に定める金銭の

分配の方針に基づき、毎期継続的に

利益を超える金銭の分配（税法上の

出資等減少分配に該当する出資の払

戻し）を行います。かかる方針をふ

まえ、239,450,673円を、利益を超

える金銭の分配（税法上の出資等減

少分配に該当する出資の払戻し）と

して分配することとしました。
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(5) キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前期

(自 2021年２月１日
　至 2021年７月31日)

当期
(自 2021年８月１日
　至 2022年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 1,353,846 1,414,432

減価償却費 783,205 799,956

投資法人債発行費償却 1,276 1,276

受取利息 △25 △27

支払利息 98,507 107,838

営業未収入金の増減額（△は増加） 7,576 2,777

未収消費税等の増減額（△は増加） 323,283 199,436

前払費用の増減額（△は増加） △11,912 2,025

長期前払費用の増減額（△は増加） △41,034 28,067

営業未払金の増減額（△は減少） △76,684 140,656

未払費用の増減額（△は減少） 81,643 32,784

未払消費税等の増減額（△は減少） - 263,316

前受金の増減額（△は減少） 60,446 △1,133

その他 △21,565 △666

小計 2,558,561 2,990,740

利息の受取額 25 27

利息の支払額 △98,464 △108,733

法人税等の支払額 △935 △971

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,459,186 2,881,062

投資活動によるキャッシュ・フロー

信託有形固定資産の取得による支出 △13,385,897 △25,904

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,385,897 △25,904

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 433,000 5,300,000

短期借入金の返済による支出 - △433,000

長期借入れによる収入 12,650,000 -

長期借入金の返済による支出 △730,000 △5,300,000

分配金の支払額 △1,509,081 △1,495,264

財務活動によるキャッシュ・フロー 10,843,918 △1,928,264

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △82,792 926,893

現金及び現金同等物の期首残高 4,624,388 4,541,595

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 4,541,595 ※1 5,468,489
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(6) 継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

　

(7) 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．固定資産の減価償却の方法 （1）有形固定資産（信託財産を含む）

定額法を採用しています。

なお、主な有形固定資産の耐用年数は以下のとおりです。

建物 3～62年

構築物 14～46年

機械及び装置 5～29年

工具、器具及び備品 5～6年

（2）無形固定資産

定額法を採用しています。

なお、主な無形固定資産の耐用年数は以下のとおりです。

ソフトウエア 5年

（3）長期前払費用

定額法を採用しています。

2.繰延資産の処理方法 （1）投資法人債発行費

償還までの期間にわたり定額法により償却しています。

3．収益及び費用の計上基準 （1）収益に関する計上基準

本投資法人の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容

及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は

以下のとおりです。

① 不動産等の売却

不動産等の売却については、不動産売却に係る契約に定められた引渡義

務を履行することにより、顧客である買主が当該不動産等の支配を獲得し

た時点で収益計上を行っています。

② 水道光熱費収入

水道光熱費収入については、不動産等の賃貸借契約及び付随する合意内

容に基づき、顧客である賃借人に対する電気、水道等の供給に応じて収益

計上を行っています。水道光熱費収入のうち、当投資法人が代理人に該当

すると判断したものについては、他の当事者が供給する電気、ガス等の料

金として収受する額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益

として認識しています。

（2）固定資産税等の処理方法

保有する不動産等にかかる固定資産税、都市計画税及び償却資産税等に

ついては、賦課決定された税額のうち当期に対応する額を賃貸事業費用と

して費用処理する方法を採用しています。

なお、不動産等の取得に伴い、譲渡人に支払った固定資産税等の精算金

は賃貸事業費用として計上せず、当該不動産等の取得価額に算入していま

す。不動産等の取得価額に算入した固定資産税等相当額は、前期は41,330

千円です。当期はありません。
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4．ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっています。ただし、特例処理の要件を満たす金利

スワップについては特例処理を採用しています。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

金利スワップ取引

ヘッジ対象

借入金金利

（3）ヘッジ方針

本投資法人は、リスク管理方針を定めた規定に基づき、投資法人規約に

規定するリスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行っています。

（4）ヘッジ有効性の評価方法

金利スワップは特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価は省

略しています。

5．キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)の範

囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金及び信託現金、随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3

か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。

6．その他財務諸表作成のための基礎

となる事項

（1）不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方法

保有する不動産等を信託財産とする信託受益権につきましては、信託財

産内全ての資産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費用

勘定について、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計上していま

す。

なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下記の科目

については、貸借対照表において区分掲記することとしています。

① 信託現金及び信託預金

② 信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託工具、器具及び備品

及び信託土地

③ 信託預り敷金及び保証金

（2）消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜処理によっています。

(8) 会計方針の変更に関する注記

１．収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」といいま

す。）等を当期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交

換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしています。当該会計基準の適用による財務諸表への影響

は軽微です。

なお、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前期に係る「収益認識関係」注記について

は記載していません。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」といいま

す。）等を当期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号

2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、

将来にわたって適用することとしています。当該会計基準の適用による財務諸表への影響は軽微です。なお、「財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第61号令和3年9月24

日）附則第2条第5項の規定に基づき、改正後の財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第8条の6の2第1

項第3号に掲げる事項の記載を省略しています。
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(9) 財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表に関する注記）

※1．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定める最低純資産額

前期

（2021年7月31日）

当期

（2022年1月31日）

50,000千円 50,000千円

（損益計算書に関する注記）

※1．不動産賃貸事業損益の内訳

　 (単位：千円)

前期

（自 2021年2月 1日

　 至 2021年7月31日）

当期

（自 2021年8月 1日

　 至 2022年1月31日）

Ａ．不動産賃貸事業収益

賃貸事業収入

賃料収入 3,005,404 3,116,251

共益費収入 26,463 3,031,868 26,463 3,142,715

その他賃貸事業収入

水道光熱費収入 19,651 27,499

駐車場収入 5,070 5,225

その他収入 3,334 28,057 2,749 35,474

不動産賃貸事業収益合計 3,059,926 3,178,190

Ｂ．不動産賃貸事業費用

賃貸事業費用

管理委託費 45,053 49,339

水道光熱費 23,155 30,781

修繕費 7,069 2,283

公租公課 276,622 276,612

減価償却費 782,647 799,399

損害保険料 8,783 9,105

信託報酬 2,584 2,750

その他賃貸事業費用 124 373

不動産賃貸事業費用合計 1,146,040 1,170,645

Ｃ．不動産賃貸事業損益（Ａ－Ｂ） 1,913,885 2,007,544
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（投資主資本等変動計算書に関する注記）

※1．発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数

前期

（自 2021年2月 1日

　 至 2021年7月31日）

当期

（自 2021年8月 1日

　 至 2022年1月31日）

発行可能投資口総口数 10,000,000口 10,000,000口

発行済投資口の総口数 600,127口 600,127口

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

※1．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前期

（自 2021年2月 1日

　 至 2021年7月31日）

当期

（自 2021年8月 1日

　 至 2022年1月31日）

現金及び預金 2,056,841千円 2,909,181千円

信託現金及び信託預金 4,158,986千円 4,233,581千円

使途制限付信託預金（注） △1,674,231千円 △1,674,273千円

現金及び現金同等物 4,541,595千円 5,468,489千円

（注）テナントから預かっている敷金保証金の返還のために留保されている信託預金です。
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（金融商品に関する注記）

1．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

本投資法人では、中長期的に安定した収益の確保と運用資産の規模の着実な成長及び運用の安定性を確保するた

め、借入れ、投資法人債（短期投資法人債を含む。以下同じ。)の発行、投資口の発行等により資金調達を行いま

す。

余剰資金の運用は、安全性及び換金性を考慮し、市場環境及び資金繰りの状況を十分に勘案の上、有価証券又は金

銭債権に投資することができます。

デリバティブ取引につきましては、負債から生じる金利変動リスクその他のリスクをヘッジすることを目的として

のみ行うものとしています。

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

預金は、本投資法人の余剰資金を運用するものであり、預入先金融機関の破綻等の信用リスクに晒されています

が、預入期間を短期に限定し、信用格付の高い預入先金融機関と取引することで、信用リスクを限定しています。

借入れ及び投資法人債の主な資金使途は、不動産等の取得資金、既存の借入れの返済及び投資法人債の償還資金で

す。これらは、返済期限若しくは償還時に代替資金が調達できない流動性リスクに晒されていますが、資金調達手段

の多様化、返済期限や借入先の分散化、手許流動性の確保によって流動性リスクの軽減を図るとともに、資金繰表の

作成等の方法により流動性リスクを管理しています。

また、変動金利による借入れ及び投資法人債は、支払金利の上昇リスクに晒されていますが、適正な有利子負債比

率を維持するとともに、デリバティブ取引（金利スワップ取引)を利用し当該リスクを限定しています。

信託預り敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、テナントの退去に伴い返還義務が生じることから流動

性リスクに晒されていますが、これらの運用を行う場合は、運用ガイドラインの規定に基づいて安全性及び換金性を

勘案して行うことで流動性リスクを管理するとともに、資金繰表の作成等の方法により流動性リスクを管理していま

す。

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件によった場合、当該価額が

異なることもあります。また、後記「デリバティブ取引に関する注記」におけるデリバティブ取引に関する契約額等

については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

2．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりです。なお、「現金及び預金」「信託現金及

び信託預金」「短期借入金」は現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注

記を省略しています。また、「信託預り敷金及び保証金」については重要性が乏しいため注記を省略しています。

前期（2021年7月31日）

貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

(1）1年内返済予定の長期借入金 (5,300,000) (5,301,318) 1,318

(2）投資法人債 (1,500,000) (1,500,150) 150

(3）長期借入金 (40,490,000) (41,243,145) 753,145

(4）デリバティブ取引（注2） － － －
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当期（2022年1月31日）

貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

(1）1年内返済予定の長期借入金 (1,750,000) (1,751,356) 1,356

(2）投資法人債 (1,500,000) (1,497,750) △2,250

(3）長期借入金 (38,740,000) (39,245,449) 505,449

(4）デリバティブ取引（注2） － － －

（注1）負債に計上されるものについては、（ ）で表示しています。

（注2）「金融商品に関する会計基準」に基づき金利スワップの特例処理を適用しているため、貸借対照表において時価

評価していません。

（注3）金融商品の時価の算定方法に関する事項

(2）投資法人債

これらの時価については、日本証券業協会が公表している参考値によっています。ただし、参考値がない場

合には、元利金の合計額を同様の借入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して

います。

(1）1年内返済予定の長期借入金、(3）長期借入金

金利が一定期間ごとに更改されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっていま

す。ただし、金利スワップの特例処理の対象とされた変動金利による長期借入金については、当該金利スワッ

プと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積もられる

割引率で割り引いて算定する方法によっています。

また、固定金利による長期借入金の時価については、元利金の合計額を残存期間に対応した新規借入れを行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっています。

(4）デリバティブ取引

後記「デリバティブ取引に関する注記」をご参照ください。

（注4）借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

前期（2021年7月31日）

（単位：千円）

1年以内
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内
5年超

投資法人債 － － － 1,500,000 － －

長期借入金 5,300,000 1,750,000 － 9,070,000 5,000,000 24,670,000

合計 5,300,000 1,750,000 － 10,570,000 5,000,000 24,670,000

当期（2022年1月31日）

（単位：千円）

1年以内
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内
5年超

投資法人債 － － 1,500,000 － － －

長期借入金 1,750,000 － 5,120,000 8,950,000 5,500,000 19,170,000

合計 1,750,000 － 6,620,000 8,950,000 5,500,000 19,170,000

（デリバティブ取引に関する注記）

(1）ヘッジ会計が適用されていないもの

前期（2021年7月31日）

該当事項はありません。

当期（2022年1月31日）

該当事項はありません。
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(2）ヘッジ会計が適用されているもの

ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、次のとおりです。

前期（2021年7月31日）

（単位：千円）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ取引の
種類等

主な
ヘッジ対象

契約額等
時価

当該時価の
算定方法うち1年超

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
受取変動・支払固定

長期借入金 44,790,000 39,490,000 ※ ―

※金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、前記「金融商

品に関する注記 ２.金融商品の時価等に関する事項」における（3）「長期借入金」の時価に含めて記載しています。

当期（2022年1月31日）

（単位：千円）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ取引の
種類等

主な
ヘッジ対象

契約額等
時価

当該時価の
算定方法うち1年超

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
受取変動・支払固定

長期借入金 39,490,000 37,740,000 ※ ―

※金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、前記「金融商

品に関する注記 ２.金融商品の時価等に関する事項」における（3）「長期借入金」の時価に含めて記載しています。

（持分法損益等に関する注記）

前期（自 2021年2月1日 至 2021年7月31日）

本投資法人には関連会社が存在しないため、該当事項はありません。

当期（自 2021年8月1日 至 2022年1月31日）

本投資法人には関連会社が存在しないため、該当事項はありません。

（関連当事者との取引に関する注記）

1．親会社及び法人主要投資主等

前期（自 2021年2月1日 至 2021年7月31日）

該当事項はありません。

当期（自 2021年8月1日 至 2022年1月31日）

該当事項はありません。

2．関連会社等

前期（自 2021年2月1日 至 2021年7月31日）

該当事項はありません。

当期（自 2021年8月1日 至 2022年1月31日）

該当事項はありません。

3．兄弟会社等

前期（自 2021年2月1日 至 2021年7月31日）

該当事項はありません。

当期（自 2021年8月1日 至 2022年1月31日）

該当事項はありません。
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4．役員及び個人主要投資主等

前期（自 2021年2月1日 至 2021年7月31日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金

又は

出資金

（百万円）

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

（被所

有）割合

関連当事

者との関

係

取引の

内容

取引金額

（千円）

(注1)

科目

期末

残高

（千円）

(注1)

役員及

びその

近親者

東海林淳一 － －

本投資法人

執行役員兼

伊藤忠リー

ト・マネジ

メント株式

会社代表取

締役

0.00%
資産運用

委託先

資産運用

報酬

(注2)

(注3)

432,954 未払費用 403,457

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。

（注2）本投資法人執行役員 東海林淳一が第三者（伊藤忠リート・マネジメント株式会社）の代表者として行った取引

であり、報酬額は、本投資法人の規約で定められた条件によっています。

（注3）資産運用報酬等には、個々の不動産等の帳簿価額に算入した物件取得に係る運用報酬66,175千円が含まれていま

す。

（注4）取引条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。

当期（自 2021年8月1日 至 2022年1月31日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金

又は

出資金

（百万円）

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

（被所

有）割合

関連当事

者との関

係

取引の

内容

取引金額

（千円）

(注1)

科目

期末

残高

（千円）

(注1)

役員及

びその

近親者

東海林淳一 － －

本投資法人

執行役員兼

伊藤忠リー

ト・マネジ

メント株式

会社代表取

締役

0.00%
資産運用

委託先

資産運用

報酬

(注2)

395,045 未払費用 434,550

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。

（注2）本投資法人執行役員 東海林淳一が第三者（伊藤忠リート・マネジメント株式会社）の代表者として行った取引

であり、報酬額は、本投資法人の規約で定められた条件によっています。

（注3）取引条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。
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（税効果会計に関する注記）

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）

前期

（2021年7月31日）

当期

（2022年1月31日）

繰延税金資産

未払事業税損金不算入額 17 7

繰延税金資産合計 17 7

繰延税金資産の純額 17 7

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳

（単位：％）

前期

（2021年7月31日）

当期

（2022年1月31日）

法定実効税率 31.46 31.46

（調整）

支払分配金の損金算入額 △31.43 △31.45

その他 0.04 0.04

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.07 0.05

（資産除去債務に関する注記）

前期（自 2021年2月1日 至 2021年7月31日）

該当事項はありません。

当期（自 2021年8月1日 至 2022年1月31日）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等に関する注記）

1．セグメント情報

本投資法人は、不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。

2．関連情報

前期（自 2021年2月1日 至 2021年7月31日）

（1）製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略して

います。

（2）地域ごとの情報

①営業収益

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、記載を省略しています。

②有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しています。

（3）主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

株式会社日立物流首都圏 非開示(注) 不動産賃貸事業

非開示(注) 非開示(注) 不動産賃貸事業

(注)賃料等を開示することについてテナントからの承諾が得られていないため、 記載しておりません。

当期（自 2021年8月1日 至 2022年1月31日）

（1）製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略して

います。

（2）地域ごとの情報

①営業収益

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、記載を省略しています。

②有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しています。

（3）主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

株式会社日立物流首都圏 非開示(注) 不動産賃貸事業

非開示(注) 非開示(注) 不動産賃貸事業

株式会社イー・ロジット 非開示(注) 不動産賃貸事業

(注)賃料等を開示することについてテナントからの承諾が得られていないため、 記載しておりません。
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（賃貸等不動産に関する注記）

　本投資法人は、関東エリア・関西エリア(注1)において、賃貸収益を得ることを目的として、賃貸用物流不動産を有し

ています。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりです。

（単位：千円）

前期

（自 2021年2月 1日

　 至 2021年7月31日）

当期

（自 2021年8月 1日

　 至 2022年1月31日）

貸借対照表計上額

（注2） 期首残高 96,414,913 109,008,398

期中増減額（注3） 12,593,484 △797,932

期末残高 109,008,398 108,210,465

期末の時価（注4） 124,516,000 127,474,000

（注1）「関東エリア」とは、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県及び茨城県をいい、「関西エリア」とは、大阪府、京

都府、兵庫県、奈良県及び滋賀県をいいます。以下同じです。

（注2）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。

（注3）賃貸等不動産の期中増減額のうち、前期の主な増加額は不動産信託受益権2物件の取得（13,352,377千円）によ

るものであり、主な減少額は減価償却費（782,647千円）によるものです。当期の主な増加額は資本的支出によ

るものであり、主な減少額は減価償却費（799,399千円）によるものです。

（注4）期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。

なお、賃貸等不動産に関する損益につきましては、前記「損益計算書に関する注記」をご参照ください。

（収益認識に関する注記）

当期（自 2021年8月1日 至 2022年1月31日）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、注記表（損益計算書に関する注記）の「※1. 不動産賃貸事業

損益の内訳」をご参照ください。

なお、「※1. 不動産賃貸事業損益の内訳」には、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づ

く収益が含まれています。また、主な顧客との契約から生じる収益は「水道光熱費収入」です。

（1口当たり情報に関する注記）

前期

（自 2021年2月 1日

　 至 2021年7月31日）

当期

（自 2021年8月 1日

　 至 2022年1月31日）

1口当たり純資産額 108,736円 108,600円

1口当たり当期純利益 2,254円 2,355円

（注1）1口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数による加重平均投資口数で除することにより算定していま

す。また、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、潜在投資口がないため記載していません。

（注2）1口当たりの当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりです。

前期

（自 2021年2月 1日

　 至 2021年7月31日）

当期

（自 2021年8月 1日

　 至 2022年1月31日）

当期純利益（千円） 1,352,876 1,413,660

普通投資主に帰属しない金額（千円） － －

普通投資口に係る当期純利益（千円） 1,352,876 1,413,660

期中平均投資口数（口） 600,127 600,127

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

〔開示の省略〕

リース取引、有価証券、退職給付に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考

えられるため開示を省略しています。
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(10) 発行済投資口の総口数の増減

最近5年間における発行済投資口の総口数及び出資総額（純額）の増減は以下のとおりです。

年 月 日 摘 要
発行済投資口の総口数（口）

出資総額（純額）（百万円）
（注1） 備 考

増減口数 残 高 増減額 残 高

2018年5月1日 私募設立 1,000 1,000 100 100 （注2）

2018年9月6日 公募増資 356,143 357,143 35,398 35,498 （注3）

2019年4月15日
利益を超える
金銭の分配
(出資の払戻し)

－ 357,143 △97 35,401 (注4)

2019年10月23日
利益を超える
金銭の分配
(出資の払戻し)

－ 357,143 △93 35,308 (注5)

2020年2月3日 公募増資 123,357 480,500 13,852 49,160 (注6)

2020年2月19日
第三者割当に
よる増資

5,500 486,000 617 49,777 (注7)

2020年4月13日
利益を超える
金銭の分配
(出資の払戻し)

－ 486,000 △96 49,681 (注8)

2020年10月23日
利益を超える
金銭の分配
(出資の払戻し)

－ 486,000 △132 49,549 (注9)

2020年11月20日 公募増資 111,000 597,000 14,276 63,826 (注10)

2020年12月22日
第三者割当
による増資

3,127 600,127 402 64,228 (注11)

2021年4月23日
利益を超える
金銭の分配
(出資の払戻し)

－ 600,127 △325 63,902 (注12)

2021年10月22日
利益を超える
金銭の分配
(出資の払戻し)

－ 600,127 △142 63,759 (注13)

(注1) 出資総額から出資総額控除額を差し引いた金額を記載しています。なお、一時差異等調整引当額に係る利益超過分配の実施に伴う出資総

額の変動も考慮して算出した金額を記載しています。

(注2) 1口当たり発行価格100,000円にて、伊藤忠商事株式会社（1,000口）の出資により、本投資法人が設立されました。

(注3) 1口当たり発行価格103,000円（発行価額99,395円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的として、公募新投資口を発行しました。

(注4) 2019年3月14日開催の本投資法人役員会において、第1期（2019年1月期）に係る金銭の分配として、１口当たり273円の利益を超える金銭

の分配（税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、2019年4月15日よりその支払を開始しました。

(注5) 2019年9月13日開催の本投資法人役員会において、第2期（2019年7月期）に係る金銭の分配として、１口当たり261円の利益を超える金銭

の分配（税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、2019年10月23日よりその支払を開始しました。

(注6) 1口当たり発行価格116,350円（発行価額112,292円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的として、公募新投資口を発行しました。

(注7) 1口当たり発行価格112,292円にて、将来の新規物件の取得資金の調達等を目的として、SMBC日興証券株式会社を割当先とする第三者割当

により新投資口を発行しました。

(注8) 2020年3月16日開催の本投資法人役員会において、第3期（2020年1月期）に係る金銭の分配として、１口当たり269円の利益を超える金銭

の分配を行うことを決議し、2020年4月13日よりその支払を開始しました。

(注9) 2020年9月14日開催の本投資法人役員会において、第4期（2020年7月期）に係る金銭の分配として、1口当たり287円の利益を超える金銭の

分配を行うことを決議し、2020年10月23日よりその支払を開始しました。

(注10) 1口当たり発行価格133,344円（発行価額128,621円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的として、公募新投資口を発行しました。

(注11) 1口当たり発行価格128,621円にて、新規物件の取得資金の調達等を目的として、SMBC日興証券株式会社を割当先とする第三者割当により

新投資口を発行しました。

(注12) 2021年3月17日開催の本投資法人役員会において、第5期（2021年1月期）に係る金銭の分配として、1口当たり543円の利益を超える金銭

の分配を行うことを決議し、2021年4月23日よりその支払を開始しました。

(注13) 2021年9月15日開催の本投資法人役員会において、第6期（2021年7月期）に係る金銭の分配として、1口当たり238円の利益を超える金銭

の分配を行うことを決議し、2021年10月22日よりその支払を開始しました。

(注14) 金額は百万円未満を切り捨てて記載しています。

　



伊藤忠アドバンス・ロジスティクス投資法人(3493) 2022年１月期 決算短信

- 28 -

3．参考情報

(1) 運用資産等の価格に関する情報

① 投資状況

本投資法人の2022年1月末日現在における投資状況の概要は、以下のとおりです。

資産の種類
用途

(注1)
エリア

第6期

2021年7月31日現在

第7期

2022年1月31日現在

保有総額

（百万円）

(注2)

対総資産比率

（％）

(注3)

保有総額

（百万円）

(注2)

対総資産比率

（％）

(注3)

信託不動産

物流不動産

関東エリア・

関西エリア
109,008 94.2 108,210 93.6

その他エリア(注4) － － － －

小計 109,008 94.2 108,210 93.6

その他不動産

(注5)

関東エリア・

関西エリア
－ － － －

その他エリア(注4) － － － －

小計 － － － －

預金・その他の資産 6,738 5.8 7,431 6.4

資産総額 115,747 100.0 115,642 100.0

(注1)「用途」は、本投資法人の各保有資産について、本投資法人の投資方針において定められる用途の分類に応じて記載しています。以下

同じです。

(注2)「保有総額」は、決算日現在の貸借対照表計上額（信託不動産については、減価償却後の帳簿価額の合計額）によっており、百万円未

満を切り捨てて記載しています。

(注3)「対総資産比率」は、資産総額に対する当該不動産等の貸借対照表計上額の比率を表しており、小数第2位を四捨五入して記載していま

す。以下同じです。

(注4)「その他エリア」とは、関東エリア及び関西エリア以外のエリアをいいます。以下同じです。

(注5)「その他不動産」とは、物流不動産以外の工場、データセンター、通信施設、研究施設、供給処理施設、再生可能エネルギー関連施設

等、主として事業活動の拠点又は基盤の用に供され、又は供されることが可能なものをいいます。

(注6) 金額は切捨て、比率は四捨五入表記のため、各数値の合計は上記表中の合計とは必ずしも一致しません。以下、別段の記載のない限り

同じです。

第6期

2021年7月31日現在

第7期

2022年1月31日現在

金額

（百万円）

対総資産比率（％）

（注2）

金額

（百万円）

対総資産比率（％）

（注2）

負債総額（注1） 50,491 43.6 50,468 43.6

純資産総額（注1） 65,255 56.4 65,173 56.4

資産総額（注1） 115,747 100.0 115,642 100.0

（注1）「負債総額」、「純資産総額」及び「資産総額」は、決算日時点の貸借対照表計上額を記載しています。

（注2）「対総資産比率」については、小数第2位を四捨五入しています。
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② 投資資産

Ａ 投資有価証券の主要銘柄

本投資法人は、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の変更を含みます。）第2条第2項第1号において

有価証券とされる不動産の信託受益権を保有していますが、参照の便宜上、当該信託受益権に係る信託不動産に

つき、後記「a.その他投資資産の主要なもの」に含めて記載しています。

Ｂ 投資不動産物件

本投資法人が保有する不動産及び不動産信託受益権に係る信託不動産は、後記「a.その他投資資産の主要なも

の」に一括表記しています。

a. その他投資資産の主要なもの

2022年1月末日現在における本投資法人の保有資産の概要は以下のとおりです。

（イ）ポートフォリオ一覧

用途

物件

番号

(注1)

物件名称 所在地
取得価格

（百万円）

投資比率

（%）

(注2)

帳簿価額

（百万円）

鑑定評価額

（百万円）

(注3)

鑑定NOI

利回り

（%）

(注4)

物流不動産

L-1
アイミッションズ

パーク厚木

神奈川県

厚木市
5,300 4.8 5,152 6,290 5.0

L-2
アイミッションズ

パーク柏

千葉県

柏市
6,140 5.5 5,876 7,150 5.1

L-3
アイミッションズ

パーク野田

千葉県

野田市
12,600 11.3 12,050 14,900 4.9

L-4
アイミッションズ

パーク守谷(注5)

茨城県

つくば

みらい市

3,200 2.9 3,024 3,760 5.3

L-5
アイミッションズ

パーク三郷

埼玉県

三郷市
6,100 5.5 5,877 7,270 5.0

L-6
アイミッションズ

パーク千葉北(注6)

千葉県

千葉市
2,600 2.3 2,514 3,040 5.3

L-7
アイミッションズ

パーク印西(注6)

千葉県

印西市
27,810 25.0 26,517 31,900 5.1

L-8
アイミッションズ

パーク守谷2(注7)

茨城県

つくば

みらい市

750 0.7 737 914 6.7

L-9
アイミッションズ

パーク柏2（注6）

千葉県

柏市
28,320 25.4 27,866 32,100 4.7

L-10
アイミッションズ

パーク印西2

千葉県

印西市
5,367 4.8 5,321 5,940 5.0

L-11
アイミッションズ

パーク東京足立

東京都

足立区
10,915 9.8 10,946 11,600 4.2

L-12
アイミッションズ

パーク三芳（注6）

埼玉県

入間郡

三芳町

2,320 2.1 2,322 2,610 5.0

合計（平均） － 111,422 100.0 108,210 127,474 4.9

(注1) 「物件番号」は、各用途に応じて、物件毎に番号を付したものであり、Lは物流不動産を表します。以下同じです。
(注2) 「投資比率」は、取得価格の合計額に対する各保有資産の取得価格の比率を、小数第2位を四捨五入して記載しています。したがって、各

物件の投資比率の合計が合計欄と一致しない場合があります。
(注3) 「鑑定評価額」は、2022年1月末日を価格時点とする各不動産鑑定評価書に記載された評価額を記載しています。なお、保有資産の鑑定評

価については、株式会社谷澤総合鑑定所、一般財団法人日本不動産研究所及び大和不動産鑑定株式会社に委託しています。
(注4) 「鑑定NOI利回り」は、取得価格に対する各保有資産の鑑定NOIの比率を、小数第2位を四捨五入して記載しています。なお、合計（平均）

欄には、取得価格に基づく加重平均値を記載しています。
「鑑定NOI」とは、各不動産鑑定評価書に記載された直接還元法における運営純収益（運営収益から運営費用を控除して得た金額）をい
い、減価償却費を控除する前の収益です。なお、鑑定NOIは、敷金等の運用益を加算し、資本的支出を控除したNCF（純収益、Net Cash
Flow）とは異なります。
（平均）鑑定NOI利回りは、本資産運用会社が算出した数値であり、不動産鑑定評価書に記載されている数値ではありません。

(注5) アイミッションズパーク守谷に係る鑑定評価額のうち土地に相当する鑑定評価額については、当該物件の不動産鑑定評価書において評価
対象とされている土地の持分割合（70%）に相当する数値を用いています。

(注6) アイミッションズパーク千葉北、アイミッションズパーク印西、アイミッションズパーク柏2及びアイミッションズパーク三芳に係る取得
価格については、本投資法人が各売主から取得した各物件の準共有持分に係る取得価格の合計を記載しています。

(注7) アイミッションズパーク守谷2に係る鑑定評価額のうち土地に相当する鑑定評価額については、当該物件の不動産鑑定評価書において評価
対象とされている土地の持分割合（30%）に相当する数値を用いています。
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（ロ）ポートフォリオの概要

用途
物件

番号
物件名称

敷地面積

（㎡）

(注1)

延床面積

（㎡）

(注1)

賃貸

可能面積

（㎡）

(注2)

賃貸面積

（㎡）

(注3)

建築時期

（竣工日）

(注1)

築年数

（年）

(注4)

物流

不動産

L-1
アイミッションズ

パーク厚木(注5)

A棟

4,287.00

A棟

3,909.97

A棟

4,120.34

20,576.45

A棟

2012年

9月14日

A棟

9.4

B棟

20,665.99

B棟

15,387.63

B棟

16,456.11

B棟

2012年

8月30日

B棟

9.4

L-2
アイミッションズ

パーク柏
16,069.19 31,976.44 31,999.12 31,999.12

2015年

3月20日
6.9

L-3
アイミッションズ

パーク野田
31,281.56 62,750.90 61,278.97 60,956.41

2016年

2月9日
6.0

L-4
アイミッションズ

パーク守谷(注6)
20,330.13 18,680.16 18,111.58 18,111.58

2017年

3月31日
4.8

L-5
アイミッションズ

パーク三郷
15,110.43 22,506.53 22,664.74 22,664.74

2017年

7月25日
4.5

L-6
アイミッションズ

パーク千葉北
14,447.38 9,841.24 10,478.12 10,478.12

2017年

11月30日
4.2

L-7
アイミッションズ

パーク印西
54,614.91 110,022.51 110,516.00 110,516.00

2018年

2月27日
3.9

L-8
アイミッションズ

パーク守谷2(注6)
20,330.13 6,779.95 7,043.95 7,043.95

1994年

12月20日
27.1

L-9
アイミッションズ

パーク柏2
58,391.32 117,435.21 116,883.23 116,883.23

2018年

8月20日
3.5

L-10
アイミッションズ

パーク印西2
32,074.85 26,938.75 27,007.68 27,007.68

2019年

3月11日
2.9

L-11
アイミッションズ

パーク東京足立
9,901.51 27,872.43 27,979.20 27,979.20

2018年

5月17日
3.7

L-12
アイミッションズ

パーク三芳
9,401.72 10,300.66 10,320.52 10,320.52

2019年

9月20日
2.4

合計（平均）(注7) 286,575.99 464,402.38 464,859.56 464,537.00 － 4.6

(注1) 「敷地面積」、「延床面積」及び「建築時期（竣工日）」は、登記簿上の記載に基づいて記載しており、現況とは一致しない場合があり

ます。なお、「延床面積」は主たる建物と附属建物の延床面積の合計について、「建築時期（竣工日）」は附属建物を含まない主たる建

物について、それぞれ記載しています。

(注2) 「賃貸可能面積」は、2022年1月末日現在における各不動産又は各信託不動産について締結され賃貸を開始している、各賃貸借契約（屋根

及び駐車場に係る賃貸借契約は除きます。また、パス・スルー型マスターリース契約（エンドテナントからの賃料等を原則としてそのま

ま受け取る方式でのマスターリース契約をいい、現実に転貸借がなされた場合にのみ、賃料を収受することができます。以下同じで

す。）が締結されている場合には、エンドテナントとの賃貸借契約とします。以下同じです。）に表示された賃貸面積及び建物図面等に

基づき賃貸が可能と考えられる空室部分の面積の合計を記載しています。なお、各不動産又は各信託不動産に係る賃貸借契約においては、

延床面積に含まれない部分が賃貸面積に含まれて表示されている場合があるため、賃貸（可能）面積が延床面積を上回る場合がありま

す。特に、物流不動産において庇部分が賃貸（可能）面積に含まれる場合、賃貸（可能）面積が延床面積を大幅に上回る場合がありま

す。以下同じです。

(注3) 「賃貸面積」は、2022年1月末日現在における各不動産又は各信託不動産について締結され賃貸を開始している各賃貸借契約に表示された

賃貸面積の合計を記載しています。以下同じです。

(注4) 「築年数」は、各不動産又は各信託不動産の登記簿上の新築の日から2022年1月末日現在までの築年数を、小数第2位を四捨五入して記載

しています。以下同じです。なお、合計（平均）欄には、取得価格に基づく加重平均値を記載しており、アイミッションズパーク厚木は、

2棟の物流不動産（A棟及びB棟）により構成されているため、当該計算上、当該物件については、2棟のうち築年数の古いB棟の築年数を用

いています。

(注5) アイミッションズパーク厚木は、2棟の物流不動産（A棟及びB棟）により構成されており、敷地面積、延床面積、賃貸可能面積、建築時期

（竣工日）及び築年数については、各物流不動産に係る数値を記載しています。また、B棟の敷地面積は、B棟の建物の敷地に加え、給油

所及び緑地としてB棟のテナントに賃貸している土地の面積の合計値を記載しています。

(注6) アイミッションズパーク守谷及びアイミッションズパーク守谷2は、同一土地上に所在しているため、各物件の敷地面積とも20,330.13㎡

となります。

(注7) 合計（平均）欄に係る敷地面積について、アイミッションズパーク守谷及びアイミッションズパーク守谷2は、同一土地上に所在している

ため、当該物件の敷地面積である20,330.13㎡を重複して計算することはしていません。
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（ハ）賃貸借の状況

用途
物件

番号
物件名称

テナント数

（件）

(注1)

年間

賃料

(百万円)

(注2)

敷金・

保証金

(百万円)

(注3)

平均

賃貸借

契約期間

（年）

(注4)

平均

賃貸借契約

残存期間

（年）

(注5)

稼働率

（%）

(注6)

物流

不動産

L-1
アイミッションズ

パーク厚木(注7)

A棟

1 非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)
100.0

B棟

1

L-2
アイミッションズ

パーク柏
1

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)
100.0

L-3
アイミッションズ

パーク野田
5 782 209 7.3 4.7 99.5

L-4
アイミッションズ

パーク守谷
2

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)
100.0

L-5
アイミッションズ

パーク三郷
1

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)
100.0

L-6
アイミッションズ

パーク千葉北
1

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)
100.0

L-7
アイミッションズ

パーク印西
1

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)
100.0

L-8
アイミッションズ

パーク守谷2
1

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)
100.0

L-9
アイミッションズ

パーク柏2
1

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)
100.0

L-10
アイミッションズ

パーク印西2
1

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)
100.0

L-11
アイミッションズパ

ーク東京足立
1

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)
100.0

L-12
アイミッションズパ

ーク三芳
1

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)

非開示

(注8)
100.0

合計（平均） 18 6,263 1,664 8.5 5.2 99.9

(注1) 「テナント数」は、2022年1月末日現在における各不動産又は各信託不動産について締結され賃貸を開始している、各賃貸借契約に基づく

テナント（ただし、パス・スルー型マスターリース契約が締結されている場合には、エンドテナントとします。以下同じです。）数の合

計を記載しています。ただし、保有資産につき同一のテナントが複数の賃貸借契約を締結している場合には、当該テナントは1として「テ

ナント数」を算出しています。

(注2) 「年間賃料」は、2022年1月末日現在における各不動産又は各信託不動産について締結され賃貸を開始している、各賃貸借契約に規定され

ている共益費を含む年間賃料（月間賃料のみ定めのある場合には賃貸借契約の規定に従い計算した1年分の賃料）の合計金額を、単位未満

を切り捨てて記載しています。なお、同日時点のフリーレント及びレントホリデー（特定の月の賃料の支払を免除することをいいま

す。）は考慮しないものとします。以下同じです。

(注3) 「敷金・保証金」は、2022年1月末日現在における各不動産又は各信託不動産について締結され賃貸を開始している、各賃貸借契約に規定

されている敷金・保証金の合計金額を、単位未満を切り捨てて記載しています。

(注4) 「平均賃貸借契約期間」は、2022年1月末日現在における各不動産又は各信託不動産について締結され賃貸を開始している、各賃貸借契約

に規定された契約期間を、各不動産又は各信託不動産毎に、年間賃料ベースで加重平均して算出しており、小数第2位を四捨五入して記載

しています。また、合計（平均）欄に記載する平均賃貸借契約期間は、2022年1月末日現在における各不動産又は各信託不動産について締

結され賃貸を開始している、各賃貸借契約に規定された契約期間を、ポートフォリオ全体で年間賃料ベースで加重平均して算出しており、

小数第2位を四捨五入して記載しています。

(注5) 「平均賃貸借契約残存期間」は、2022年1月末日現在における各不動産又は各信託不動産について締結され賃貸を開始している、各賃貸借

契約について、2022年1月末日から当該契約に規定された賃貸借契約満了日までの期間を、各不動産又は各信託不動産毎に、年間賃料ベー

スで加重平均して算出しており、小数第2位を四捨五入して記載しています。また、合計（平均）欄に記載する平均賃貸借契約残存期間

は、2022年1月末日現在における各不動産又は各信託不動産について締結され賃貸を開始している、各賃貸借契約に規定された賃貸借契約

満了日までの期間を、ポートフォリオ全体で年間賃料ベースで加重平均して算出しており、小数第2位を四捨五入して記載しています。

(注6) 「稼働率」は、2022年1月末日現在における各保有資産に係る賃貸可能面積に対する賃貸面積が占める割合を、小数第2位を四捨五入して

記載しています。また、合計（平均）欄には、各物件の賃貸可能面積の合計に対して各物件の賃貸面積の合計が占める割合を、小数第2位

を四捨五入して記載しています。ただし、各物件の稼働率又は合計（平均）欄に記載する稼働率は、四捨五入した結果が100.0％となる場

合においては、小数第2位を切り捨てて99.9％と記載しています。

(注7) アイミッションズパーク厚木は、2棟の物流不動産（A棟及びB棟）により構成されており、テナント数については、各物流不動産に係る数

値を記載しています。

(注8) テナントから開示の承諾が得られていないため、非開示としています。

　



伊藤忠アドバンス・ロジスティクス投資法人(3493) 2022年１月期 決算短信

- 32 -

（ニ）不動産鑑定評価書の概要

保有資産について、本投資法人及び本資産運用会社が株式会社谷澤総合鑑定所、一般財団法人日本不動産研究

所又は大和不動産鑑定株式会社に鑑定評価を委託し作成された各不動産鑑定評価書の概要は以下のとおりです。

当該不動産鑑定評価書は、一定時点における評価者たる鑑定機関の判断と意見であり、その内容の妥当性、正確

性及び当該鑑定評価額での取引可能性等を保証するものではありません。なお、株式会社谷澤総合鑑定所、一般

財団法人日本不動産研究所又は大和不動産鑑定株式会社と本投資法人及び本資産運用会社との間には、特別の利

害関係はありません。

用途
物件

番号
物件名称 鑑定機関 価格時点

鑑定

評価額

(百万円)

原価法

による

積算価格

(百万円)

収益還元法

直接還元法 DCF法

収益価格

(百万円)

還元

利回り

（%）

収益価格

(百万円)

割引率

（%）

最終

還元

利回り

（%）

物流

不動産

L-1
アイミッションズ

パーク厚木

株式会社

谷澤総合

鑑定所

2022年

1月31日
6,290 5,270 6,390 4.1 6,250

初年度

4.0
4.3

2年度以降

4.2

L-2
アイミッションズ

パーク柏

一般財団

法人日本

不動産研

究所

2022年

1月31日
7,150 5,510 7,210 4.3 7,080 4.0 4.5

L-3
アイミッションズ

パーク野田

株式会社

谷澤総合

鑑定所

2022年

1月31日
14,900 12,600 14,800 4.1 14,900 4.2 4.3

L-4
アイミッションズ

パーク守谷(注1)

大和不動

産鑑定株

式会社

2022年

1月31日
3,760 3,200 3,780 4.4 3,750 4.2 4.6

L-5
アイミッションズ

パーク三郷

一般財団

法人日本

不動産研

究所

2022年

1月31日
7,270 5,400 7,320 4.1 7,220 3.7 4.3

L-6
アイミッションズ

パーク千葉北

一般財団

法人日本

不動産研

究所

2022年

1月31日
3,040 2,700 3,070 4.4 3,000 4.0 4.7

L-7
アイミッションズ

パーク印西

大和不動

産鑑定株

式会社

2022年

1月31日
31,900 20,100 32,200 4.3 31,700 4.1 4.5

L-8
アイミッションズ

パーク守谷2(注2)

大和不動

産鑑定株

式会社

2022年

1月31日
914 666 911 4.6 915 4.4 4.8

L-9
アイミッションズ

パーク柏2

株式会社

谷澤総合

鑑定所

2022年

1月31日
32,100 29,700 32,700 4.0 31,900

1～7年度

3.9
4.2

8年度以降

4.1

L-10
アイミッションズ

パーク印西2

大和不動

産鑑定株

式会社

2022年

1月31日
5,940 7,070 6,020 4.4 5,910 4.2 4.6

L-11
アイミッションズ

パーク東京足立

一般財団

法人日本

不動産研

究所

2022年

1月31日
11,600 11,200 11,600 3.9 11,500 3.6 4.0

L-12
アイミッションズ

パーク三芳

株式会社

谷澤総合

鑑定所

2022年

1月31日
2,610 2,360 2,640 4.3 2,590

1～8年度

4.2
4.5

9年度以降

4.4

合計 － － 127,474 105,776 128,641 － 126,715 － －

(注1) アイミッションズパーク守谷に係る鑑定評価額、原価法による積算価格、直接還元法による収益価格及びDCF法による収益価格のうちそれ
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ぞれ土地に相当する額については、当該物件の不動産鑑定評価書において評価対象とされている土地の持分割合（70%）に相当する数値を

用いています。

(注2) アイミッションズパーク守谷2に係る鑑定評価額、原価法による積算価格、直接還元法による収益価格及びDCF法による収益価格のうちそ

れぞれ土地に相当する額については、当該物件の不動産鑑定評価書において評価対象とされている土地の持分割合（30%）に相当する数

値を用いています。

（ホ）主要な不動産等の物件の概要

保有資産のうち、2022年1月末日現在において、年間賃料がポートフォリオ全体の年間賃料総額の10%以上を占

める不動産等の物件は以下のとおりです。

物件

番号
物件名称 年間賃料（百万円）

賃料比率（%）

(注1)

L-7
アイミッションズ

パーク印西
非開示(注2) 非開示(注2)

L-9
アイミッションズ

パーク柏2
非開示(注2) 非開示(注2)

L-3
アイミッションズ

パーク野田
782 12.5

合計 3,873 61.8

(注1) 「賃料比率」は、当該物件の年間賃料のポートフォリオ全体の年間賃料総額に対する比率であり、小数第2位を四捨五入して記載していま

す。以下同じです。

(注2) テナントから開示の承諾が得られていないため、非開示としています。

(注3) 上記各物件の賃貸面積及び賃貸可能面積については、前記「（ロ）ポートフォリオの概要」を、テナント数及び稼働率については、前記

「(ハ) 賃貸借の状況」をご参照ください。

（へ）主要なテナントの概要

保有資産のうち、2022年1月末日現在において、賃貸面積がポートフォリオ全体の総賃貸面積の10%以上を占め

る各テナント（パス・スルー型マスターリース契約が締結されている場合には、エンドテナント）に対する賃貸

状況は、以下のとおりです。

テナント名称
業種

(注1)
物件名称

契約期間

満了日

年間賃料

(百万円)

賃料比率

（%）

賃貸面積

（㎡）

面積比率

（%）

(注2)

株式会社日立物流

首都圏

特別積合せ

貨物輸送

アイミッションズ

パーク柏2

非開示

(注3)

非開示

(注3)

非開示

(注3)
116,883.23 25.2

非開示

(注3)

非開示

(注3)

アイミッションズ

パーク印西

非開示

(注3)

非開示

(注3)

非開示

(注3)
110,516.00 23.8

合計 －
非開示

(注3)

非開示

(注3)
227,399.23 49.0

(注1) 「業種」は、株式会社帝国データバンクが公表する業種の区分に従ったテナントの業種を記載しています。

(注2) 「面積比率」は、各主要なテナントの賃貸面積のポートフォリオ全体の賃貸面積に対する比率であり、小数第2位を四捨五入して記載して

います。したがって、各物件の面積比率の合計が合計欄と一致しない場合があります。

(注3) テナントから開示の承諾が得られていないため、非開示としています。
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（ト）ポートフォリオ分散の状況

保有資産に係るポートフォリオ分散の状況は、以下のとおりです。

ａ．用途別

用途 物件数（件） 取得価格（百万円）
比率（%）

(注)

物流不動産 12 111,422 100.0

その他不動産 － － －

合計 12 111,422 100.0

(注) 「比率」は、小数第2位を四捨五入して記載しています。以下、本「（ト）ポートフォリオ分散の状況」において同じです。

ｂ．エリア別

エリア 物件数（件） 延床面積（㎡） 比率（%）
取得価格

（百万円）
比率（%）

関東エリア・関西

エリア
12 464,402.38 100.0 111,422 100.0

その他エリア － － － － －

合計 12 464,402.38 100.0 111,422 100.0

ｃ．築年数別

築年数 物件数（件） 延床面積（㎡） 比率（%）
取得価格

（百万円）
比率（%）

1年以内 － － － － －

1年超3年以内 2 37,239.41 8.0 7,687 6.9

3年超7年以内 8 401,085.42 86.4 97,685 87.7

7年超 2 26,077.55 5.6 6,050 5.4

合計 12 464,402.38 100.0 111,422 100.0

ｄ.規模（延床面積）別

規模

（延床面積）
物件数（件） 延床面積（㎡） 比率（%）

取得価格

（百万円）
比率（%）

30,000㎡以上 4 322,185.06 69.4 74,870 67.2

10,000㎡以上

30,000㎡未満
6 125,596.13 27.0 33,202 29.8

10,000㎡未満 2 16,621.19 3.6 3,350 3.0

合計 12 464,402.38 100.0 111,422 100.0
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ｅ．賃貸借契約期間別

賃貸借契約期間

(注)
年間賃料（百万円） 比率（%）

10年以上 2,562 40.9

7年以上10年未満 1,784 28.5

5年以上7年未満 1,740 27.8

5年未満 177 2.8

合計 6,263 100.0

(注) 「賃貸借契約期間」は、2022年1月末日現在における各不動産又は各信託不動産について締結され賃貸を開始している、各賃貸借契約に規

定された契約期間をいいます。

ｆ.賃貸借契約残存期間別

賃貸借契約残存期間

(注)
年間賃料（百万円） 比率（%）

7年以上 598 9.6

5年以上7年未満 3,518 56.2

3年以上5年未満 873 13.9

1年以上3年未満 982 15.7

1年未満 290 4.6

合計 6,263 100.0

(注) 「賃貸借契約残存期間」は、2022年1月末日現在における各不動産又は各信託不動産について締結され賃貸を開始している各賃貸借契約に

ついて、2022年1月末日から当該契約書に規定された賃貸借契約満了日までの期間をいいます。
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（チ）不動産等の損益状況

第7期（自 2021年8月1日 至 2022年1月31日）

（単位：千円）

物件番号 L-1 L-2 L-3 L-4 L-5

物件名称
アイミッションズ

パーク厚木

アイミッションズ

パーク柏

アイミッションズ

パーク野田

アイミッションズ

パーク守谷

アイミッションズ

パーク三郷

第7期中の運用日数 184日 184日 184日 184日 184日

(A）不動産賃貸事業収入合計

非開示

(注)

非開示

(注)

412,283

非開示

(注)

非開示

(注)

賃貸事業収入 395,399

その他賃貸事業収入 16,883

(B）不動産賃貸事業費用合計 177,514

公租公課 39,735

管理委託費 22,069

水道光熱費 15,403

修繕費 553

損害保険料 1,267

信託報酬 250

その他賃貸事業費用 8

減価償却費 27,946 45,461 98,226 29,813 39,064

(C）賃貸事業損益＝(A)－(B) 104,596 108,172 234,768 65,175 113,652

(D)賃貸NOI

(＝(C)＋減価償却費)
132,542 153,633 332,994 94,989 152,716

物件番号 L-6 L-7 L-8 L-9 L-10

物件名称
アイミッションズ

パーク千葉北

アイミッションズ

パーク印西

アイミッションズ

パーク守谷2

アイミッションズ

パーク柏2

アイミッションズ

パーク印西2

第7期中の運用日数 184日 184日 184日 184日 184日

(A）不動産賃貸事業収入合計

非開示

(注)

非開示

(注)

非開示

(注)

非開示

(注)

非開示

(注)

賃貸事業収入

その他賃貸事業収入

(B）不動産賃貸事業費用合計

公租公課

管理委託費

水道光熱費

修繕費

損害保険料

信託報酬

その他賃貸事業費用

減価償却費 16,554 249,282 8,092 202,794 32,507

(C）賃貸事業損益＝(A)－(B) 52,294 461,821 19,307 479,135 103,719

(D)賃貸NOI

(＝(C)＋減価償却費)
68,849 711,104 27,399 681,930 136,227
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物件番号 L-11 L-12

合計物件名称
アイミッションズ

パーク東京足立

アイミッションズ

パーク三芳

第7期中の運用日数 184日 184日

(A）不動産賃貸事業収入合計

非開示

(注)

非開示

(注)

3,178,190

賃貸事業収入 3,142,715

その他賃貸事業収入 35,474

(B）不動産賃貸事業費用合計 1,170,645

公租公課 276,612

管理委託費 49,339

水道光熱費 30,781

修繕費 2,283

損害保険料 9,105

信託報酬 2,750

その他賃貸事業費用 373

減価償却費 36,039 13,615 799,399

(C）賃貸事業損益＝(A)－(B) 214,195 50,705 2,007,544

(D)賃貸NOI

(＝(C)＋減価償却費)
250,235 64,320 2,806,943

(注)テナントの承諾が得られていないため開示していません。
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（2） 資本的支出の状況

① 資本的支出の予定

本投資法人が保有する不動産及び不動産信託受益権に係る信託不動産に関し、現在計画されている改修等

に伴う資本的支出の予定額のうち、主要なものは以下のとおりです。なお、工事予定金額には、会計上の費

用に区分される部分が含まれています。

不動産等の名称
（所在地）

目的 予定期間

工事予定金額（百万円）

総額
当期
支払額

既支払
総額

アイミッションズパーク
厚木
（神奈川県厚木市）

A・B棟LED照明工事
自 2022年8月
至 2022年8月

20 － －

アイミッションズパーク
守谷2
（茨城県つくばみらい市）

バースシャッター危険
防止装置設置工事

自 2022年4月
至 2022年4月

7 － －

アイミッションズパーク
野田
（千葉県野田市）

入退館管理用機器更新
自 2022年10月
至 2022年10月

3 － －

② 期中の資本的支出

本投資法人が保有している不動産等に関して、当期中に行った資本的支出に該当する主要な工事の概要は

以下のとおりです。当期の資本的支出は1百万円であり、この他当期営業費用に区分された修繕費2百万円が

あります。

不動産等の名称
（所在地）

目的 実施期間 支払金額（百万円）

アイミッションズパーク野田
（千葉県野田市）

4階用給水メーター増設工事 2021年12月 1

合計 1
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③ 長期修繕計画等のために積立てた金銭

本投資法人は物件毎に策定している中長期修繕計画に基づき、減価償却費等の余剰キャッシュ・フロー

（利益の内部留保に伴うものを含みます。）の中から大規模な修繕等に充当するため、以下のとおり金銭の

積立てを行っています。

（単位：百万円）

営業期間
第3期

自 2019年8月 1日
至 2020年1月31日

第4期
自 2020年2月 1日
至 2020年7月31日

第5期
自 2020年8月 1日
至 2021年1月31日

第6期
自 2021年2月 1日
至 2021年7月31日

第7期
自 2021年8月 1日
至 2022年1月31日

当期首積立金残高 40 71 108 152 199

当期積立額 30 37 43 47 51

当期積立金取崩額 － － － － －

次期繰越額 71 108 152 199 251

　


